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○ 食 品 衛 生 法 施 行 細 則 等 の 一 部 改 正

栃 木 県 規 則 第 六 十 二 号

食 品 衛 生 法 施 行 細 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 二 年 十 二 月 十 四 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

食 品 衛 生 法 施 行 細 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

（ 食 品 衛 生 法 施 行 細 則 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 食 品 衛 生 法 施 行 細 則 （ 昭 和 三 十 二 年 栃 木 県 規 則 第 三 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 記 様 式 第 四 号 中

「

内

を

容

」

「

内

容 に

備考食品衛生法施行規則第67条第１項ただし書の規定の適用を受ける場合にあつては当該営業、

を譲り受けたことを証する書類を添付すること 」。

改 め る 。

別 記 様 式 第 五 号 中 「戸籍謄本」 の 次 に 「又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第247条第５項

の規定により交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し」 を 加 え る 。

（ ク リ ー ニ ン グ 業 法 施 行 細 則 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 ク リ ー ニ ン グ 業 法 施 行 細 則 （ 昭 和 三 十 三 年 栃 木 県 規 則 第 七 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

「 「

別 記 様 式 第 一 号 （ 表 ） 中 開設者氏名（名称） を 営業者氏名（名称） に 、

」 」

「 「

管理者氏名を 管理人氏名に 、

」 」

「

氏名生年月日住 所本籍地免許年月日免許番号

従

事 を

者
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○ 食 品 衛 生 法 施 行 細 則 等 の 一 部 改 正

栃 木 県 規 則 第 六 十 二 号

食 品 衛 生 法 施 行 細 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 二 年 十 二 月 十 四 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

食 品 衛 生 法 施 行 細 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

（ 食 品 衛 生 法 施 行 細 則 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 食 品 衛 生 法 施 行 細 則 （ 昭 和 三 十 二 年 栃 木 県 規 則 第 三 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 記 様 式 第 四 号 中

「

内

を

容

」

「

内

容 に

備考食品衛生法施行規則第67条第１項ただし書の規定の適用を受ける場合にあつては当該営業、

を譲り受けたことを証する書類を添付すること 」。

改 め る 。

別 記 様 式 第 五 号 中 「戸籍謄本」 の 次 に 「又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第247条第５項

の規定により交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し」 を 加 え る 。

（ ク リ ー ニ ン グ 業 法 施 行 細 則 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 ク リ ー ニ ン グ 業 法 施 行 細 則 （ 昭 和 三 十 三 年 栃 木 県 規 則 第 七 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

「 「

別 記 様 式 第 一 号 （ 表 ） 中 開設者氏名（名称） を 営業者氏名（名称） に 、

」 」

「 「

管理者氏名を 管理人氏名に 、

」 」

「

氏名生年月日住 所本籍地免許年月日免許番号

従

事 を

者

」

「

氏名生年月日住 所本籍地登録年月日登録番号

ク

リ

ー

ニ

に

ン

グ

師

従事者数 人

」

改 め 、 同 様 式 （ 裏 ） 備 考 を 次 の よ う に 改 め る 。

備考

１所内の配置平面図を添付すること。

２クリニング業法施行規則第１条の３第１項ただし書の規定の適用を受ける場合には当該営業ー 、

を譲り受けたことを証する書類を添付すること。

３他にクリニング所を開設している場合にはその名称所在地従事者数及びクリニング師ー 、 、 、 ー

の氏名を記載した書類を添付すること。

４他に無店舗取次店を営業している場合にはその名称業務用車両の保管場所自動車登録番号、 、 、

又は車両番号従事者数及びクリニング師の氏名を記載した書類を添付すること、 ー 。

別 記 様 式 第 一 号 の 二 （ 表 ） 中

「

氏名生年月日住 所本籍地免許年月日免許番号

従

事 を

者

」
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」

「

氏名生年月日住 所本籍地登録年月日登録番号

ク

リ

ー

ニ

に

ン

グ

師

従事者数 人

」

改 め 、 同 様 式 （ 裏 ） 備 考 を 次 の よ う に 改 め る 。

備考

１所内の配置平面図を添付すること。

２クリニング業法施行規則第１条の３第１項ただし書の規定の適用を受ける場合には当該営業ー 、

を譲り受けたことを証する書類を添付すること。

３他にクリニング所を開設している場合にはその名称所在地従事者数及びクリニング師ー 、 、 、 ー

の氏名を記載した書類を添付すること。

４他に無店舗取次店を営業している場合にはその名称業務用車両の保管場所自動車登録番号、 、 、

又は車両番号従事者数及びクリニング師の氏名を記載した書類を添付すること、 ー 。

別 記 様 式 第 一 号 の 二 （ 表 ） 中

「

氏名生年月日住 所本籍地免許年月日免許番号

従

事 を

者

」

「

氏名生年月日住 所本籍地登録年月日登録番号

ク

リ

ー

ニ

に

ン

グ

師

従事者数 人

」

改 め 、 同 様 式 （ 裏 ） 備 考 を 次 の よ う に 改 め る 。

備考

１クリニング業法施行規則第１条の３第２項ただし書の規定の適用を受ける場合には当該営業ー 、

を譲り受けたことを証する書類を添付すること。

２他にクリニング所を開設している場合にはその名称所在地従事者数及びクリニング師ー 、 、 、 ー

の氏名を記載した書類を添付すること。

３他に無店舗取次店を営業している場合にはその名称業務用車両の保管場所自動車登録番号、 、 、

又は車両番号従業者数及びクリニング師の氏名を記載した書類を添付すること、 ー 。

別 記 様 式 第 三 号 の 二 中 「戸籍謄本」 の 次 に 「又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第247条第

５項の規定により交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し」 を 加 え る 。

別 記 様 式 第 十 号 中 「開設者の住所」 を 「営業者の住所」 に 改 め る 。

（ 旅 館 業 法 施 行 細 則 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 旅 館 業 法 施 行 細 則 （ 昭 和 三 十 四 年 栃 木 県 規 則 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 許 可 申 請 ） （ 許 可 申 請 ）

第 二 条 法 第 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 旅 館 業 の 許 可 第 二 条 法 第 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 旅 館 業 の 許 可

を 受 け よ う と す る 者 は 、 旅 館 業 営 業 許 可 申 請 書 を 受 け よ う と す る 者 は 、 旅 館 業 営 業 許 可 申 請 書

（ 別 記 様 式 第 一 号 ） に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 、 （ 別 記 様 式 第 一 号 ） に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 、

営 業 所 所 在 地 を 管 轄 す る 保 健 所 長 又 は 保 健 所 支 所 営 業 所 所 在 地 を 管 轄 す る 保 健 所 長 又 は 保 健 所 支 所

長 （ 以 下 「 管 轄 保 健 所 長 」 と い う 。 ） に 提 出 し な 長 （ 以 下 「 管 轄 保 健 所 長 」 と い う 。 ） に 提 出 し な

け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 同 項 の 許 可 を 受 け て 旅 け れ ば な ら な い 。

館 業 を 営 む 者 が 当 該 旅 館 業 を 譲 渡 し た と き は 、 当

該 旅 館 業 を 譲 り 受 け た 者 は 、 営 業 施 設 の 構 造 設 備

に 変 更 が な い 場 合 に 限 り 、 第 二 号 及 び 第 三 号 に 掲

げ る 書 類 の 添 付 を 省 略 す る こ と が で き る 。

一 ～ 五 略 一 ～ 五 略

六 規 則 第 一 条 第 一 項 た だ し 書 又 は こ の 条 た だ し

書 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 は 、 当 該 旅 館 業 を
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「

氏名生年月日住 所本籍地登録年月日登録番号

ク

リ

ー

ニ

に

ン

グ

師

従事者数 人

」

改 め 、 同 様 式 （ 裏 ） 備 考 を 次 の よ う に 改 め る 。

備考

１クリニング業法施行規則第１条の３第２項ただし書の規定の適用を受ける場合には当該営業ー 、

を譲り受けたことを証する書類を添付すること。

２他にクリニング所を開設している場合にはその名称所在地従事者数及びクリニング師ー 、 、 、 ー

の氏名を記載した書類を添付すること。

３他に無店舗取次店を営業している場合にはその名称業務用車両の保管場所自動車登録番号、 、 、

又は車両番号従業者数及びクリニング師の氏名を記載した書類を添付すること、 ー 。

別 記 様 式 第 三 号 の 二 中 「戸籍謄本」 の 次 に 「又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第247条第

５項の規定により交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し」 を 加 え る 。

別 記 様 式 第 十 号 中 「開設者の住所」 を 「営業者の住所」 に 改 め る 。

（ 旅 館 業 法 施 行 細 則 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 旅 館 業 法 施 行 細 則 （ 昭 和 三 十 四 年 栃 木 県 規 則 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 許 可 申 請 ） （ 許 可 申 請 ）

第 二 条 法 第 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 旅 館 業 の 許 可 第 二 条 法 第 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 旅 館 業 の 許 可

を 受 け よ う と す る 者 は 、 旅 館 業 営 業 許 可 申 請 書 を 受 け よ う と す る 者 は 、 旅 館 業 営 業 許 可 申 請 書

（ 別 記 様 式 第 一 号 ） に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 、 （ 別 記 様 式 第 一 号 ） に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 、

営 業 所 所 在 地 を 管 轄 す る 保 健 所 長 又 は 保 健 所 支 所 営 業 所 所 在 地 を 管 轄 す る 保 健 所 長 又 は 保 健 所 支 所

長 （ 以 下 「 管 轄 保 健 所 長 」 と い う 。 ） に 提 出 し な 長 （ 以 下 「 管 轄 保 健 所 長 」 と い う 。 ） に 提 出 し な

け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 同 項 の 許 可 を 受 け て 旅 け れ ば な ら な い 。

館 業 を 営 む 者 が 当 該 旅 館 業 を 譲 渡 し た と き は 、 当

該 旅 館 業 を 譲 り 受 け た 者 は 、 営 業 施 設 の 構 造 設 備

に 変 更 が な い 場 合 に 限 り 、 第 二 号 及 び 第 三 号 に 掲

げ る 書 類 の 添 付 を 省 略 す る こ と が で き る 。

一 ～ 五 略 一 ～ 五 略

六 規 則 第 一 条 第 一 項 た だ し 書 又 は こ の 条 た だ し

書 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 は 、 当 該 旅 館 業 を

譲 り 受 け た こ と を 証 す る 書 類

別 記 様 式 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。
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-
1

-

別記様式第１号（第２条関係）

年月日

栃木県 保健所長様

申請者氏名 印

（法人の場合はその名称及び代表者氏名）

旅館業営業許可申請書

次のとおり旅館業を営みたいので旅館業法第３条第１項の規定により関係書類を添えて申請しま、

す。

１申請者の住所氏名及び生年月日（法人にあつてはその名称事務所所在地及び代表者の氏名）、 、 、

２営業施設の名称及び所在地

３営業の種別

４営業施設が旅館業法施行規則第５条第１項各号に該当するときはその旨、

５営業施設の構造設備の概要（別紙とする）。

６旅館業法第３条第２項各号に該当することの有無及び該当するときはその内容、

７営業施設の設置場所が旅館業法第３条第３項各号に掲げる施設の周囲おおむね150メトル以内にー

ある場合はその旨、

８営業の種別が旅館・ホテル営業の場合は客室ごとの寝台の数（別紙とする）、 。

９旅館業法施行規則第１条第１項ただし書の規定の適用を受ける場合は当該営業を譲り受けた旨、
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（ 理 容 師 法 施 行 細 則 の 一 部 改 正 ）

第 四 条 理 容 師 法 施 行 細 則 （ 昭 和 三 十 八 年 栃 木 県 規 則 第 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

「 「

別 記 様 式 第 一 号 中

県

を 第 号に 、

第 号

」 」

「

重開設しようとする理容所と同一の場所で現に美容

師法第２条第３項に規定する美容所が開設されて

複いる場合は当該美容所の名称、

を

開開設しようとする理容所と同一の場所で美容師法

第11条第１項の届出がされている場合は当該美 年月日、

設容所の開設予定年月日

」

「

重開設しようとする理容所と同一の場所で現に美容

師法第２条第３項に規定する美容所が開設されて

複いる場合は当該美容所の名称、

開開設しようとする理容所と同一の場所で美容師法

に 改

第11条第１項の届出がされている場合は当該美 年月日、

設容所の開設予定年月日

添付書類

理容師法施行規則第19条第１項ただし書第２項ただし書又は第３項ただし書の規定の適用を、

受ける場合にあつては当該営業を譲り受けたことを証する書類 」、

め る 。
別 記 様 式 第 四 号 中 「戸籍謄本」 の 次 に 「又は不動産登記規則第247条第５項の規定により交付を受けた同

条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し」 を 加 え る 。

（ 美 容 師 法 施 行 細 則 の 一 部 改 正 ）

第 五 条 美 容 師 法 施 行 細 則 （ 昭 和 三 十 八 年 栃 木 県 規 則 第 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

「 「

別 記 様 式 第 一 号 中

県

を 第 号に 、

第 号

」 」

「

重開設しようとする美容所と同一の場所で現に理容

師法第１条の２第３項に規定する理容所が開設さ

複れている場合は当該理容所の名称、

を

開開設しようとする美容所と同一の場所で理容師法

第11条第１項の届出がされている場合は当該理 年月日、

設容所の開設予定年月日

」

「

重開設しようとする美容所と同一の場所で現に理容

師法第１条の２第３項に規定する理容所が開設さ

複れている場合は当該理容所の名称、
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開開設しようとする美容所と同一の場所で理容師法

に 改

第11条第１項の届出がされている場合は当該理 年月日、

設容所の開設予定年月日

添付書類

美容師法施行規則第19条第１項ただし書第２項ただし書又は第３項ただし書の規定の適用を、

受ける場合にあつては当該営業を譲り受けたことを証する書類 」、

め る 。
別 記 様 式 第 四 号 中 「戸籍謄本」 の 次 に 「又は不動産登記規則第247条第５項の規定により交付を受けた同

条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し」 を 加 え る 。

（ 公 衆 浴 場 法 施 行 細 則 の 一 部 改 正 ）

第 六 条 公 衆 浴 場 法 施 行 細 則 （ 昭 和 六 十 一 年 栃 木 県 規 則 第 四 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 許 可 の 申 請 ） （ 許 可 の 申 請 ）

第 二 条 法 第 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受 け よ 第 二 条 法 第 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 受 け よ

う と す る 者 は 、 公 衆 浴 場 営 業 許 可 申 請 書 （ 別 記 様 う と す る 者 は 、 公 衆 浴 場 営 業 許 可 申 請 書 （ 別 記 様

式 第 一 号 ） に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 、 営 業 所 所 式 第 一 号 ） に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 、 営 業 所 所

在 地 を 管 轄 す る 保 健 所 長 又 は 保 健 所 支 所 長 （ 以 下 在 地 を 管 轄 す る 保 健 所 長 又 は 保 健 所 支 所 長 （ 以 下

「 管 轄 保 健 所 長 」 と い う 。) に 提 出 し な け れ ば な 「 管 轄 保 健 所 長 」 と い う 。) に 提 出 し な け れ ば な

ら な い 。 た だ し 、 浴 場 業 を 営 む 者 が 当 該 浴 場 業 を ら な い 。

譲 渡 し た と き は 、 当 該 浴 場 業 を 譲 り 受 け た 者 は 、

営 業 施 設 の 構 造 設 備 に 変 更 が な い 場 合 に 限 り 、 第

一 号 に 掲 げ る 書 類 の 添 付 を 省 略 す る こ と が で き

る 。
一 営 業 施 設 の 構 造 設 備 の 図 面 一 施 設 の 構 造 設 備 の 図 面

二 ～ 四 略 二 ～ 四 略

五 省 令 第 一 条 た だ し 書 又 は こ の 条 た だ し 書 の 規

定 の 適 用 を 受 け る 場 合 に あ つ て は 、 当 該 浴 場 業

を 譲 り 受 け た こ と を 証 す る 書 類

別 記 様 式 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。



（8） 号外第66号令和２（2020）年12月14日　月曜日 栃 木 県 公 報

-
1

-

別記様式第１号（第２条関係）

年月日

栃木県 保健所長様

住所

氏名 印

年月日生

（

法人にあつてはその名称事務所

）

、 、

所在地及び代表者の氏名

公衆浴場営業許可申請書

次のとおり営業したいので公衆浴場法第２条の規定により関係書類を添えて申請します、 。

１公衆浴場の名称

２公衆浴場の所在地

３公衆浴場の種類

４営業施設の構造設備別紙のとおり

５用水の種類

６公衆浴場法施行規則第１条ただし書の規定の適用を受ける場合にあつては当該営業を譲り受け、

た旨
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附 則

こ の 規 則 は 、 令 和 二 年 十 二 月 十 五 日 か ら 施 行 す る 。

（ 生 活 衛 生 課 ）


